
第3節 世界の食料需給と食料安全保障の確立

世界の食料需給は、人口の増加や開発途上国の経済発展による所得向上に伴う畜産物等
の需要増加に加え、異常気象の頻発、水資源の制約による生産量の減少等、様々な要因に
よって逼

ひっ
迫
ぱく
する可能性があります。このような世界の食料需給を踏まえ、我が国の食料の

安定供給は、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、これに輸入及び備蓄を適切に
組み合わせることにより確保することが必要です。

（１）世界の食料需給の動向

（世界全体の穀物の生産量、消費量は前年度に比べて増加）
2019/20年度における世界の穀物全体の生産量は、とうもろこし、米が降雨過多等に
よる影響で減少するものの、小麦が主に単収の伸びにより増加することから、前年度に比
べて0.4億ｔ（1.5％）増加の26.7億ｔとなり、２年連続で増加する見込みです（図表
1-3-1）。
また、消費量は、開発途上国の人口増加、所得水準の向上等に伴い、近年一貫して増加
傾向で推移しており、前年度に比べて0.3億ｔ（1.0％）増加の26.7億ｔとなる見込みで
す。
この結果、期末在庫量は前年度から0.04億ｔの減少となり、期末在庫率は29.8％と前
年度（30.3％）を下回る見込みです。

	 図表1-3-1	 世界全体の穀物の生産量、消費量、期末在庫率

資料：米国農務省「PS&D」、「World Agricultural Supply and Demand Estimates」を基に農林水産省作成（令和２（2020）年３月時点）
注：１）穀物は、小麦、粗粒穀物（とうもろこし、大麦等）、米（精米）の合計
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2019/20年度における世界の穀物等の生産量を品目別に見ると、小麦は、豪州で乾燥
の影響が継続しているものの、EU、ウクライナ、インド、中国等で増加することから、
前年度に比べて4.5％増加し、7.6億ｔとなる見込みです（図表1-3-2）。
とうもろこしは、南アフリカ、中国、ロシア等で増加となるものの、米国、メキシコ等
で減少することから、前年度に比べて1.0％減少し、11.1億ｔとなる見込みです。
米は、タイで減産するものの、インドで増加することから、前年度並みの5.0億ｔとな
る見込みです。
大豆は、ブラジル、中国等で増加するものの、米国等で減少することから、前年度に比
べて4.7％減少し、3.4億ｔとなる見込みです。
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また、生産量が消費量を上回った小麦、米の期末在庫率は、それぞれ38.0％、37.0％
となる一方で、消費量が生産量を上回ったとうもろこし、大豆の期末在庫率は、それぞれ
26.2％、29.3％となる見込みです。

	 図表1-3-2	 世界全体の穀物の生産量、消費量、期末在庫率（2019/20年度）
（単位：百万ｔ）

品目

生産量 消費量 期末在庫量 期末在庫率（％）
対前年度 
増減率 
（％）

対前年度 
増減率 
（％）

対前年度 
増減率 
（％）

対前年度 
増減差 

（ポイント）
小麦 764.49 4.5 754.93 2.4 287.14 3.4 38.0 0.4
とうもろこし 1,112.01 －1.0 1,135.47 －0.8 297.34 －7.3 26.2 －1.9
米 499.31 －0.0 492.32 1.2 182.30 4.0 37.0 1.0
大豆 341.76 －4.7 350.07 2.1 102.44 －8.4 29.3 －3.4

資料：米国農務省「World Agricultural Supply and Demand Estimates」を基に農林水産省作成（令和２（2020）年３月時点）

穀物等の国際価格については、主要生産国での天候不順等により、平成20（2008）年
には小麦と米が、平成24（2012）年にはとうもろこしと大豆が過去最高水準を記録しま
した（図表1-3-3）。その後は、世界的なとうもろこし等の豊作や南米での大豆の増産等に
より、全般的に低下傾向で推移し、落ち着きを見せています。

	 図表1-3-3	 穀物等の国際価格

資料：シカゴ商品取引所、タイ国家貿易取引委員会のデータを基に農林水産省作成
注：1）小麦、とうもろこし、大豆の価格は、各月ともシカゴ商品取引所の第１金曜日の期近価格
　　2）米の価格は、タイ国家貿易取引委員会公表による各月第１水曜日のタイうるち精米100％２等のFOB価格。FOBはFree On Board

の略。国際的売買契約の約款の１つで、売主は船積港で指定の船舶に物品を積み込むまでの一切の責任と費用を持つ。
　　3）令和２（2020）年３月時点
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大豆　324.5ドル/ｔ
過去最高価格650.7ドル/ｔ
平成24（2012）年９月４日

とうもろこし　148.5ドル/ｔ
過去最高価格327.2ドル/ｔ
平成24（2012）年８月21日

米　487ドル/ｔ
過去最高価格 1,038ドル/ｔ
平成20（2008）年５月21日

小麦　191.5ドル/ｔ
過去最高価格470.3ドル/ｔ
平成20（2008）年２月27日

令和２
（2020）

なお、穀物等の国際需給は総じて安定しているものの、内訳は大きく変化しています
（図表1-3-4）。例えば、小麦については、この20年間にロシア・ウクライナの増産・輸出
増が顕著となり、米国の輸出国としての地位は相対的に低下しています。一方、輸入は、
アジア・アフリカ地域で大きく増加し、特に、東南アジアでは、食の西洋化により肉食や
小麦食へのシフトが進み、小麦の輸入が大きく増加しています。
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	 図表1-3-4	 小麦の国際需給構造の変化
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資料：米国農務省「World Agricultural Supply and Demand Estimates」を基に農林水産省作成（令和元（2019）年８月時点） 
注 ：2019/20の輸入について国名表記している国は、輸入量500万ｔ以上の国（日本は590万ｔ）

（世界の食料需給の見通し）
世界の人口は、令和元（2019）年では77.1億人と推計されていますが、今後も開発途
上国を中心に増加することが見込まれており、令和32（2050）年には97.4億人になる
と見通されています。
このような中、世界の穀物等の需要は、人口増加や食生活の多様化、経済成長に伴い、
食用の需要が増加するとともに、多くの穀物等を飼料とする肉類の需要が大幅に増加する
ことから、今後、全体として増加する見込みです。
令和32（2050）年における主要４作物（小麦、とうもろこし、米、大豆）の需給を地
域別に見通すと、輸入地域であるアジア、アフリカ等では、人口増加、食生活の多様化等
により、生産増加が消費増加に追い付かず、純輸入量が更に増加する見込みです。また、
このような輸入地域への食料供給を担う形で、輸出地域である北米、中南米、オセアニア
及び欧州では、純輸出量が更に増加する見込みです（図表1-3-5）。
このように、世界の食料需給は、長期的に輸入地域と輸出地域の差が更に拡大すると見
込まれており、ひとたび異常気象等により輸出国が減産した場合、需給バランスが崩れ、
我が国にとっても、他の輸入国との競合が厳しくなることが想定されます。このため、引
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き続き、国際需給の動向を注視し、食料安全保障 1に万全を期する必要があります。

	 図表1-3-5	 地域別の主要４作物の需給状況の見通し（小麦、とうもろこし、米、大豆）
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資料： 農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し」 
注：１）純輸出入量は生産量と需要量の差により算出しており、純輸出入量がプラスの時は輸出、マイナスの時は輸入となる。 

２）色つきの国は、本見通しの対象国である。そのうち、緑色は 2050 年において輸出超過となる地域の国であり、橙色は輸入超過と
なる地域の国である。 

また、原料の多くを海外に依存する食品加工業者や飼料製造業者に対し、世界の穀物等
の需給状況や見通し等の情報を幅広く提供することで、安定的な原料調達につなげること
が重要です。情報収集に当たっては、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）
との連携により人工衛星から取得した気象データ等も活用し、世界の主要生産地域におけ
る穀物等の作柄情報の収集・分析を広範囲に進めることとしています。

（農産物の生産において気候変動等の不安定要素が存在）
農産物の生産においては、気候変動を始め、水資源の制約や土壌劣化等の不安定要素が
存在し、穀物需給が逼

ひっ
迫
ぱく
するリスクも指摘されています。

平成30（2018）年10月に公表されたIPCC2の1.5℃特別報告書 3では、地球温暖化が
現在の度合いで続けば、令和12（2030）年から令和34（2052）年までの間に、工業化
以前の水準からの気温上昇が1.5℃に達する可能性が高いとされています。さらに、気温
上昇幅が２℃となった場合、1.5℃の場合と比べて、極端な高温が顕著になるとともに、
地域によっては強い降雨現象、干ばつ、少雨が増加するといったリスクが更に高まると予
測されています。

1	 用語の解説3（1）を参照
2	 気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental	Panel	on	Climate	Change）の略
3	 正式名称は、「気候変動の脅威への世界的な対応の強化、持続可能な発展及び貧困撲滅の文脈において工業化以前の水準から
1.5℃の気温上昇にかかる影響や関連する地球全体での温室効果ガス（GHG）排出経路に関する特別報告書」
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（２）総合的な食料安全保障の確立

（不測の事態に備えてリスクを分析・評価し、演習を実施）
国民に対する食料の安定的な供給は、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、こ
れに輸入及び備蓄を適切に組み合わせることにより確保することが必要です。しかしなが
ら、世界の人口増加等による食料需要の増大や異常気象による生産減少等、我が国の食料
の安定供給に影響を及ぼす可能性のある様々なリスクが顕在化しつつあり、将来の食料需
給の逼

ひっ
迫
ぱく
が懸念されています。また、自然災害や輸送障害、新型コロナウイルス感染症等

の新たな感染症の発生等の一時的・短期的に発生するリスクも存在しています。
このため、農林水産省では、不測の事態に備えて、食料の安定的な供給に関するリスク
の影響等を定期的に分析・評価しています。令和元（2019）年度は、諸外国と比較した
我が国の食料安全保障政策の点検を実施しました。その結果、各国の食料安全保障政策
は、農業の状況、地理的条件、歴史的背景等、それぞれの国が置かれている環境が影響し
ており、これらの環境の中で、食料供給の起こり得るリスクを踏まえ、国内の食料供給
や、農業貿易、備蓄・不測時対応の考え方が形成され、独自の施策が実施されていると評
価されました。このような各国の取組を参考に、我が国として、今後新たな要因を分析
し、対応策やこれまでの取組の強化を検討していく必要があります（図表1-3-6）。
また、国内における不作や輸入の大幅な減少等、食料の安定的な供給に影響を及ぼす不
測の事態が生じた場合には、その影響を軽減するため、政府として講ずべき対策の内容等
を示した「緊急事態食料安全保障指針」に基づき対応することとしています。令和元
（2019）年度は、不測時に食料供給の確保が迅速に図られるよう、同指針に即した緊急的
な食料の増産等の方策を点検・確認するシミュレーション演習を実施しました。
政府は、国内の生産量の減少や海外における不測の事態の発生による供給途絶等に備え
るため、食料等の備蓄を行っています。米にあっては政府備蓄米の適正備蓄水準 1に基づ
き100万ｔ程度を、食糧用小麦にあっては国全体として外国産食糧用小麦の需要量の2.3
か月分を、飼料穀物にあっては国全体としてとうもろこし等100万ｔ程度をそれぞれ備
蓄しています。また、地方公共団体の備蓄は、大規模な自然災害等に備え、飲料水や食料
を対象に行われています 2。

1	 10 年に1度の不作や通常程度の不作が２年連続した事態にも国産米をもって対処し得る水準
2	 地方公共団体による備蓄は、都道府県、市町村等の行政と災害時応援協定を締結した民間事業者が実施
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	 図表1-3-6	 諸外国と比較した我が国の食料安全保障政策

資料：農林水産省作成

▶諸外国では、国内農業生産により、食料供給を確保すること
を重視。
我が国では、農業者の高齢化・減少を踏まえ、持続可能な農
業生産基盤の強化を図っていく必要。
諸外国では、輸出を重視。
我が国では、輸出を促進することにより、海外マーケットの
拡大による農業生産基盤の強化を図ることを重視していく必
要。
EUでは、CAP政策の中で青年農業者支援政策などの農業人
材確保策を実施。
我が国では、雇用就農や若者、女性の域外からの転入による
就農など、多様な人材を確保するための取組を進めていく必
要。
スイスでは、持続可能な食料消費を重視。
我が国では、一人でも多くの消費者に、自らの消費行動が農
業・農村の将来に密接に関連することを認識してもらうため、
食育の推進、食品ロスの削減、食と農の理解促進や国産農産
物の消費拡大、持続的な生産・消費に向け、関係者が連携し
て消費者の具体的行動を促す施策を検討していく必要。
欧州では、生産性向上とともに、環境保全を重視して精密農
業を推進。欧米では、大規模営農におけるデータ農業の取組
が拡大。
我が国では、農業者の減少・高齢化が進む中で、農業生産の
持続性を確保し、生産性を向上するため、スマート農業の現
場実装に向けた取組を進めて行く必要。
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▶諸外国では、国内自給と同様に、海
外からの食料調達も重視。
また、世界では、国際的枠組みなど
を通じて、関係国との良好な関係を
維持するための取組を実施。
などの穀物メジャーは、生産国に穀
物集荷ルートを有し、高い情報収集
能力。
我が国では、関係国との良好な関係
を維持するための取組を進めるとと
もに、作柄だけでなく、輸入相手国
の物流・インフラの状況など、幅広
い情報収集の強化を図っていく必要。
主要輸入先国や発展途上国などにお
ける主要農作物の作柄を正確・迅速
に把握するために衛星データの利活
用に向けた研究を実施する必要。
食料輸入国である我が国においては、
輸出禁止・規制に関する規律強化が
図られるよう国際交渉を進める必要。

ABCD

→

→

→

▶ 諸外国では、食料備蓄は縮小される方向。
島国である我が国においては、国内における
米の不作や海外からの食糧用小麦、飼料穀物の
供給遅滞・途絶等の不測の事態に対応するため、
引き続き適正な備蓄水準を確保する必要。
ドイツでは、経口ワクチン散布により、2009
年にCSF清浄化を達成。
グローバル化の進展により、ヒト、モノの往
来が頻繁になる中で、水際における家畜の伝染
性疾病や植物の病害虫の侵入防止策を万全にす
るとともに、国内で発生した場合には、迅速な
まん延防止措置を講じる必要。
米国では、収入保険プログラム（RP）等を実
施。
英国では、緊急時に国、地方公共団体、民間が
連携して対応を図る仕組み。
収入保険などの施策の現場への周知及び加入
促進、食品産業事業者によるBCPの策定を促進
する等、不測時の備えの強化を進めていく必要。
「緊急事態食料安全保障指針に関するシミュ
レーション演習」を踏まえ、不測時の食料安全
保障を強化するために、生産転換のより定量的
な検討などを進めていく必要。

→

▶

→

▶

→

→

国内農業生産の増大 安定的な輸入の確保 備蓄、不測時に備えた平時からの取組

（輸入農産物の安定供給の確保に向け相手国との良好な関係の維持・強化等が重要）
我が国の農水産物の輸入金額は、近年、為替の円安を受けた輸入物価の上昇もあり、増
加傾向にありますが、物価の変動を除けば長期的には減少傾向で推移してきています（図
表1-3-7）。この背景としては、総人口ベースの総供給熱量 1が減少していることが考えら
れます。

	 図表1-3-7	 我が国の農水産物の輸入額と実質輸入額

資料：農林水産省「食料需給表」、「農林水産物輸出入概況」、財務省「貿易統計」、日本銀行「企業物価指数」を基に農林水産省作成
注：１）農水産物の実質輸入額は、輸入額と輸入物価指数（飲食料品・食料用農水産物）で品目構成が異なるため参考試算

２）供給熱量は、総人口、年ベース
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1	 用語の解説3（1）を参照
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令和元（2019）年の輸入額は前年比0.4％減少の６兆5,946億円となりました。
国別輸入額割合を見てみると、米国が21.6％、次いで中国が10.9％、豪州、タイ、カ
ナダと続いています（図表1-3-8）。
また、品目別に見ると、とうもろこしは前年比3.2％増加の3,841億円、牛肉は前年比
0.1％増加の3,851億円、豚肉は前年比3.8％増加の5,051億円、鶏肉は前年比3.4％増加
の1,357億円となりました。一方、小麦は前年比11.3％減少の1,606億円、大豆は前年
比1.6％減少の1,673億円、生鮮・乾燥果実は前年比0.2％減少の3,470億円となりました。
海外からの輸入に依存している主要農産物の安定供給を確保するため、輸入相手国との
良好な関係の維持・強化や関連情報の収集等を通じて、輸入の安定化や多角化を図ること
が重要です。

	 図表1-3-8	 我が国の主要農産物の国別輸入額割合（令和元(2019)年）

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
注：円グラフ中央の（　）は前年比 

米国
21.6％

中国
10.9％

豪州
6.9％

タイ
6.6％カナダ

6.3％

ブラジル
5.2％

その他
42.5％ 輸入額

６兆5,946億円
（0.4％減少）

（農産物全体）

（小麦） （大豆） （とうもろこし）

米国
45.9％

カナダ
34.8％

豪州
17.7％

その他
1.6％

輸入額
1,606億円

（11.3％減少）
米国
70.6％

ブラジル
14.0％

カナダ
13.7％

その他
1.6％

輸入額
1,673億円
（1.6％減少）

米国
69.3％

ブラジル
28.2％

アルゼンチン
1.4％

その他
1.2％

輸入額
3,841億円
（3.2％増加）

飼料用

その他
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	 図表1-3-8	 我が国の主要農産物の国別輸入額割合（令和元(2019)年）（続き）

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
注：円グラフ中央の(　)は前年比

豪州
47.6％

米国
40.5％

カナダ
5.5％

ニュージー
ランド　3.5％

メキシコ　2.1％
その他　0.9％

輸入額
3,851億円
（0.1％増加）

（牛肉）

米国
25.9％

カナダ
24.1％スペイン

12.8％

デンマーク
11.6％

メキシコ
10.6％

その他
14.9％

輸入額
5,051億円
（3.8％増加）

（豚肉）

ブラジル
69.7％

タイ
27.3％

米国　2.3％ その他　0.7％

輸入額
1,357億円
（3.4％増加）

（鶏肉）

フィリピン
28.4％

米国
26.1％ニュージー

ランド　13.0％

メキシコ
10.2％

オ－スト
ラリア
4.6％

その他
17.6％

輸入額
3,470億円
（0.2％減少）

（生鮮・乾燥果実）

（３）農産物の貿易交渉

（EPA/FTA交渉が進展）
世界の貿易ルールづくり等が行われるWTO1では、これまで数次の貿易自由化交渉が
行われてきました。平成13（2001）年に開始されたドーハ・ラウンド交渉は、依然とし
て、開発途上国と先進国の溝が埋まらず、農業については交渉に進展がみられていませ
ん。
一方、特定の国・地域間で貿易ルールを取り決めるEPA/FTA2の締結が世界的に進み、

令和元（2019）年12月時点では320件 3に達しています。
我が国においても、海外の成長市場の取り込みを図るため、戦略的かつスピード感を
持ってEPA/FTA交渉を進め、近年では、TPP11（平成30（2018）年12月発効）や日
EU・EPA（平成31（2019）年２月発効）が発効しています。この結果、令和元（2019）
年度末時点で、18のEPA/FTAを発効済・署名済です（図表1-3-9）。
このほか、東アジア地域包括的経済連携（RCEP）、日中韓FTA、日コロンビアEPA、
日トルコEPAが交渉継続中、日・湾岸協力理事会（GCC）FTA、日韓FTA、日カナダ
EPAが交渉延期又は中断となっています。

1、2	 用語の解説3（２）を参照
3	 独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）「世界と日本の FTA一覧（2019 年 12 月）」
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	 図表1-3-9	 我が国におけるEPA/FTA交渉の状況

資料：農林水産省作成

EU

スイス

インド

中国

日中韓
韓国 日本

TPP11

TPP12

カナダ

米国

メキシコ

ペルー

チリ

発効済
署名済
交渉中

コロンビア
ベトナム
マレーシア
ブルネイ

シンガポール

豪州

モンゴル

トルコ　
GCC

RCEP

RCEP
ASEAN

GCC

TPP

NZ

ASEAN全体
インドネシア

カンボジア

ミャンマー
タイ

ラオス
フィリピン

TPP署名国：シンガポール、NZ、チリ、ブルネイ、米国、豪州、ペルー、ベトナム、マレーシア、
カナダ、メキシコ、日本

RCEP：東アジア地域包括的経済連携
ASEAN10か国にEPA/FTAを有する日中韓印豪NZ6か国が交渉に参加する広域経済連携

ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、
シンガポール、タイ、ベトナムの10か国
湾岸協力理事会
加盟国：バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、アラブ首長国連邦

（日米貿易協定が発効）
日米貿易協定はトピックス２参照

（４）国際関係の維持・強化

（対話と協力を通じた国際関係の維持・強化）
国民生活に必要となる農産物の輸入の安定、拡大
する世界の食市場をターゲットとした農産物の輸出
増加、さらには、我が国の食産業1の海外展開の加
速化を通じて、我が国の食料安全保障の確立を目指
すには、良好な国際関係の維持・強化が必要です。
このため、農林水産省では日常的に諸外国の食
料・農業担当部局や国際機関と情報交換を行い、
関係の維持・強化を図っています。
また、多くの国や国際機関が参加する国際会議等の際には、参加国・機関の閣僚等と二
国間会談等を実施し、輸入規制の撤廃や緩和等の要請を行っています。令和元（2019）
年度には、５月に新潟県新

にい
潟
がた
市
し
で開催されたG20新潟農業大臣会合、８月にチリで開催

された第５回APEC食料安全保障担当大臣会合、同じく８月に神奈川県横
よこ
浜
はま
市
し
で開催さ

れた第７回アフリカ開発会議（TICAD７）や令和２（2020）年1月にドイツで開催さ

1	 食産業とは、農林水産物の生産から製造・加工、流通、消費に係る幅広い産業を指し、花き、種苗、農業関連資材、農業機
械・食品機械等の関連する産業も含む。

（４）国際関係の維持・強化

（対話と協力を通じた国際関係の維持・強化）

国民生活に必要となる農産物の輸入の

安定、拡大する世界の食市場をターゲット

とした農産物の輸出増加、さらには、我が

国食産業 の海外進出の加速化を通じて、我

が国の食料安全保障の確立を目指すには、

良好な国際関係の維持・強化が必要です。

このため、農林水産省では日常的に諸外

国の食料・農業担当部局や国際機関と情報

交換を行い、関係の維持・強化を図ってい

ます。

また、多くの国や国際機関が参加する国

際会議等の際には、参加国・機関と二国間会談等を実施し、輸入規制の撤廃や緩和等の要

請を行っています。令和元年（ ）度には、５月に新潟県新潟市で開催された 新潟

農業大臣会合、８月にチリで開催された第５回 食料安全保障担当大臣会合、同じく８

月に神奈川県横浜市で開催された第７回アフリカ開発会議（ ７）、令和２（ ）年

１月にドイツで開催されたベルリン農業大臣会合に農林水産大臣が出席し、会議の合間に

食産業とは、農林水産物の生産から製造・加工、流通、消費に係る幅広い産業を指し、花き、種苗、農業関連資材、農業機械・食
品機械など関連する産業も含む。

図表 我が国における 交渉の状況

資料：農林水産省作成

年１月 クレックナー ドイツ食料・農業大
臣と会談を行う江藤農林水産大臣（ドイツ）

2020年１月　クレックナー ドイツ食料・農業大臣
と会談を行う江藤農林水産大臣（ドイツ）
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れたベルリン農業大臣会合に農林水産大臣が出席し、会議の合間に参加国・機関の閣僚等
との会談を行いました。
さらに、我が国の農林水産物の輸出や農業技術に関する連携等の観点から重要な国とは、
定期的に二国間政策対話を実施しています。例えば、８月に開催された大臣級の第４回日ブ
ラジル農業・食料対話においては、税制・通関等の各種手続の改善、穀物輸送インフラの改
善等、ブラジルでの投資・ビジネスの改善に向けた意見交換を行いました。また、11月に開
催された第９回日中農業担当省事務次官級対話では、日中両国の農業政策の動向及び農業交
流・協力の状況を紹介し、今後とも二国間の交流・協力を発展させることで一致しました。

令和元（2019）年５月、農林水産大臣を議長とする、G20新潟農業大臣会合が新潟県新
にい

潟
がた
市
し
で開催され、「人づくり・新技術」「フードバリューチェーン」「SDGs」の3つの主議題

について、34の国・国際機関の代表が議論を行いました。農林水産大臣からは、持続可能
な農業の取組事例として、スマート農業の農業生産現場への導入、東日本大震災の被災地域
での高品質農産物の生産を紹介しました。
また、新潟市立高

こう
志
し
中等教育学校の生徒が英語で、効率的水利用を可能とする技術導入や、

先進国と途上国が協力して低コストの技術開発を行う「農業オリンピック」の開催を提案し
ました。
さらに、現地視察においては、自動走行トラクター、自動走行田植機、ドローン、情報一
元化システム等の水田農業における先進技術の実演を視察しました。
また、会合には米国、EU、中国を含む18人の農業担当大臣が参加しましたが、農林水産
大臣はこの全てと二国間会談を行い、農産物の輸出解禁の要請や農業分野での連携について
意見交換し、我が国の農業の持続的発展のための二国間関係の維持・強化に努めました。

参加した国や国際機関の長との会談を行いました。

さらに、我が国の農林水産物の輸出や農業技術での連携の観点から重要な国とは、定期

的に二国間政策対話を実施しています。例えば、８月に開催された大臣級の第４回日ブラ

ジル農業・食料対話においては、税制・通関などの各種手続の改善、穀物輸送インフラの

改善など、ブラジルでの投資・ビジネスの改善に向けた意見交換を行いました。また、

月に開催された第９回日中農業担当省事務次官級対話では、日中両国の農業政策の動向及

び農業交流・協力の状況を紹介し、今後とも二国間の交流・協力を発展させることで一致

しました。

（グローバル・フードバリューチェーン構築の推進）

我が国には、長年培ってきた高度な農業生産・食品製造・流通システム、高品質コール

ドチェーン、先進性・利便性の高い日本型食品流通システム、環境負荷軽減等、「強み」と

なる様々な食関連の技術・ノウハウがあります。これらを生かし、アジア・アフリカ等の

途上国を含め、フードバリューチェーン の構築を推進することは、我が国農林水産物の輸

出促進や、海外展開を通じた我が国食産業の発展にとって重要です。

このため、農林水産省においては、平成 （ ）年に海外展開を検討する企業、政

府関係機関等からなる 推進官民協議会を立ち上げ、官民参加の二国間対話や官民ミッ

ションなどを通じて、日本企業の海外展開を支援してきました。

例えば、平成 （ 年）、平成 （ 年）にロシア極東への官民ミッションに参

加した機械製造業者は、訪問先のウラジオストク漁業港との間で水産物用冷却施設の納入

農林水産物の生産から製造・加工、流通、消費に至る各段階の付加価値を高めながらつなぎ合わせ、食を基軸とする付加価値の連
鎖をつくること。

令和元（ ）年５月、農林水産大臣を議長とする、 新潟農業大臣会合が新潟県新潟市
にいがたし

で開

催され、「人づくり・新技術」「フードバリューチェーン」等の３つの主議題について、 の国・国

際機関の代表が議論を行いました。農林水産大臣からは、持続可能な農業の取組事例として、スマ

ート農業の農業生産現場への導入、東日本大震災の被災地域での高品質農産物の生産を紹介しまし

た。

また、新潟市立高志
こ う し

中等教育学校の生徒が英語で、効率的水利用を可能とする技術導入や、先進

国と途上国が協力して低コストの技術開発を行う「農業オリンピック」の開催を提案しました。

さらに、現地視察においては、自動走行トラクター、自動走行田植機、ドローン、情報一元化シ

ステム等の、水田農業における先進技術の実演を視察しました。

また、会合には米国、 、中国を含む 人の農業担当大臣が参加しましたが、農林水産大臣は

この全てと二国間会談を行い、農産物の輸出解禁の要請や農業分野での連携について意見交換し、

我が国農業の持続的発展のための二国間関係の維持・強化に努めました。

＜コラム＞ 日本の魅力を世界に発信！～ 新潟農業大臣会合～

高校生から提言書を受け取
る農林水産大臣

スマート農業を視察する参
加閣僚

参加した国や国際機関の長との会談を行いました。

さらに、我が国の農林水産物の輸出や農業技術での連携の観点から重要な国とは、定期

的に二国間政策対話を実施しています。例えば、８月に開催された大臣級の第４回日ブラ

ジル農業・食料対話においては、税制・通関などの各種手続の改善、穀物輸送インフラの

改善など、ブラジルでの投資・ビジネスの改善に向けた意見交換を行いました。また、

月に開催された第９回日中農業担当省事務次官級対話では、日中両国の農業政策の動向及

び農業交流・協力の状況を紹介し、今後とも二国間の交流・協力を発展させることで一致

しました。

（グローバル・フードバリューチェーン構築の推進）

我が国には、長年培ってきた高度な農業生産・食品製造・流通システム、高品質コール

ドチェーン、先進性・利便性の高い日本型食品流通システム、環境負荷軽減等、「強み」と

なる様々な食関連の技術・ノウハウがあります。これらを生かし、アジア・アフリカ等の

途上国を含め、フードバリューチェーン の構築を推進することは、我が国農林水産物の輸

出促進や、海外展開を通じた我が国食産業の発展にとって重要です。

このため、農林水産省においては、平成 （ ）年に海外展開を検討する企業、政

府関係機関等からなる 推進官民協議会を立ち上げ、官民参加の二国間対話や官民ミッ

ションなどを通じて、日本企業の海外展開を支援してきました。

例えば、平成 （ 年）、平成 （ 年）にロシア極東への官民ミッションに参

加した機械製造業者は、訪問先のウラジオストク漁業港との間で水産物用冷却施設の納入

農林水産物の生産から製造・加工、流通、消費に至る各段階の付加価値を高めながらつなぎ合わせ、食を基軸とする付加価値の連
鎖をつくること。

令和元（ ）年５月、農林水産大臣を議長とする、 新潟農業大臣会合が新潟県新潟市
にいがたし

で開

催され、「人づくり・新技術」「フードバリューチェーン」等の３つの主議題について、 の国・国

際機関の代表が議論を行いました。農林水産大臣からは、持続可能な農業の取組事例として、スマ

ート農業の農業生産現場への導入、東日本大震災の被災地域での高品質農産物の生産を紹介しまし

た。

また、新潟市立高志
こ う し

中等教育学校の生徒が英語で、効率的水利用を可能とする技術導入や、先進

国と途上国が協力して低コストの技術開発を行う「農業オリンピック」の開催を提案しました。

さらに、現地視察においては、自動走行トラクター、自動走行田植機、ドローン、情報一元化シ

ステム等の、水田農業における先進技術の実演を視察しました。

また、会合には米国、 、中国を含む 人の農業担当大臣が参加しましたが、農林水産大臣は

この全てと二国間会談を行い、農産物の輸出解禁の要請や農業分野での連携について意見交換し、

我が国農業の持続的発展のための二国間関係の維持・強化に努めました。

＜コラム＞ 日本の魅力を世界に発信！～ 新潟農業大臣会合～

高校生から提言書を受け取
る農林水産大臣

スマート農業を視察する参
加閣僚

高校生から提言書を受け取る農林水産大臣 スマート農業を視察する参加閣僚

日本の魅力を世界に発信！～G20新潟農業大臣会合～コラム

（グローバル・フードバリューチェーン（GFVC）の構築の推進）
我が国には、長年培ってきた高度な農業生産・食品製造・流通システム、高品質コール
ドチェーン、環境負荷軽減技術等、「強み」となる様々な食関連の技術・ノウハウがあり
ます。これらを生かし、アジア・アフリカ等の途上国を含め、フードバリューチェーン 1

の構築を推進することは、我が国の農林水産物の輸出促進や、海外展開を通じた我が国の
食産業の発展にとって重要です。
このため、農林水産省においては、平成26（2014）年に海外展開を検討する企業、政

1	 農林水産物の生産から製造・加工、流通、消費に至る各段階の付加価値を高めながらつなぎ合わせ、食を基軸とする付加価値
の連鎖をつくること
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府関係機関等からなるGFVC推進官民協議会を立ち上げ、官民参加の二国間対話や官民
ミッション等を通じて、日本企業の海外展開を支援してきました。
令和元(2019)年度においても、ロシア、ブラジル等６か国と二国間対話等を行うとと
もに、インド、モザンビーク等４か国に官民ミッションを派遣したところですが、これま
での取組により、例えば、以下のような成果が得られています。
平成28（2016）年、平成29（2017）年にロシア極東への官民ミッションに参加した
機械製造業者は、訪問先のウラジオストク漁業港との間で水産物用冷却施設の納入契約を
締結するに至りました。また、平成30（2018）年以降のインドとの二国間協議等におい
ては、日本醤油の輸出・現地生産の障壁となっていた、粘度の高いものしか醤油と認めな
いインド独自基準について見直しを要請したところであり、現在、インド側において、こ
の基準を見直すための国内手続の検討が進められています。さらに、カンボジアにおいて
は、現地企業の要請に応じて農林水産省が日本の製菓会社を紹介したことが契機となり、
平成30（2018）年に米菓を製造する合弁会社が
設立され、平成31（2019）年1月以降、豪州向
けの輸出が行われているところです。
以上のような成果も踏まえつつ、今後とも、輸
出と海外展開の一体的な推進、地方の中小企業の
海外展開の支援、複数企業の連携による海外展開
の推進に重点的に取り組み、我が国の食産業の海
外展開を促進していくこととしています。

愛媛県伊
い
予
よ
市
し
の合同会社エヌエスコーポレーションは、

平成11（1999）年に設立され、社員７人で運営されてい
ます。農業者や漁業者の求めに応じ、農水産物の殺菌装置、
低温乾燥装置を製造し、国内のみならず、中国で開催され
た「大連日本商品展覧会」等の機会も活用し、東南アジア・
アフリカ等の開発途上国でも販路を開拓しています。
マラウイに進出したのは、同国から愛媛大学に留学した
学生が同社に来た際に「祖国は貧しいにもかかわらず、農
産物が適切に保管されないままになっている。これを使っ
て産業を興したい」「メイド・イン・マラウイの製品を作
りたい」と語ったのがきっかけです。マラウイは、サブサ
ハラの内陸部にある人口約1,814万人の国です。労働人口
の８割が農業関連に従事し、タバコ・紅茶等を輸出する一
方、主食用食料を輸入に頼っており、モノカルチャーからの脱却と新産業の育成が喫緊の課
題となっています。
このため、同社創業者の仲

なか
井
い
利
とし
明
あき
さんは、同社の装置を現地に持ち込み、衛生管理方法を

伝えつつ、おいしい乾燥食品の開発・製造を支援しています。仲井さんは「国際協力は一過
性ではダメ。現地で使ってもらえる装置を作って現地で教え、マラウイの発展にも貢献して
いきたい」と語っています。

高知県

愛媛県

伊予市

（ ７を契機としたアフリカとの関係強化）

アフリカでは、農業は、人口の５割以上が従事する主要産業ですが、小規模農家による

自給自足的農業が中心となっており、農業者の組織化、生産性の向上、加工・保存・流通

等の技術導入が課題となっています。

このため、我が国は、平成 （ ）年に開催された第４回アフリカ開発会議（

Ⅳ）において、今後 年間でサブサハラ・アフリカにおける米の生産量を 万 から

万 に倍増させる目標を掲げ、「アフリカ稲作振興のための共同体（ ）」を立ち

上げました。この目標については、アフリカの努力と我が国の高収量イネの開発・普及、

稲作や灌漑に関する技術指導等により達成することができました。

また、令和元（ ）年８月に開催された第７回アフリカ開発会議（ ）において

は、令和 （ ）年までにサブサハラ・アフリカにおける米の生産量を 万 まで

更に倍増させることを目標とする

フェーズ２が発表され、更なる米の増産

と高付加価値化に向けた取組が開始され

ることとなりました。

このような取組に貢献するため、農林

水産省は、平成 （ ）年以降、農林

水産省の職員や元職員をケニア、ザンビ

ア、セネガルの３か国に派遣しています。

派遣された職員等は、開発協力案件の形

成や派遣先国政府への助言等を行ってい

るところです。また、令和元（ ）年

＜事例＞ メイド・イン・マラウィを支える日本のものづくり（愛媛県）

愛媛県伊予市
い よ し

の合同会社エヌエスコーポレーションは、平成

（ ）年に設立され、社員７人で運営されています。農業者や漁業

者の求めに応じ、農水産物の殺菌装置、低温乾燥装置を製造し、国内

のみならず、中国で開催された「大連日本商品展覧会」などの機会も

使い、東南アジア・アフリカなどの開発途上国でも販路を開拓してい

ます。

マラウィに進出したのは、同国から愛媛大学に留学した学生が同社

に来た際に「祖国は貧しいにもかかわらず、農産物が農産物が適切に

保管されていないなっている。これを使って産業を興したい」「メイ

ド・イン・マラウィの製品を作りたい」と語ったのがきっかけです。

マラウィは、サブサハラの内陸部にある人口約 万人の国です。

労働人口の８割が農業関連に従事し、タバコ・紅茶などを輸出する一

方、主食用食料を輸入に頼っており、モノカルチャーからの脱却と新

産業の育成が喫緊の課題となっています。

このため、同社創業者の仲井利明さんは、同社の装置を現地に持ち

込み、衛生管理方法を伝えつつ、美味しい乾燥食品の開発・製造を支

援しています。仲井さんは「国際協力は一過性ではダメ。現地で使っ

てもらえる装置を作って現地で教え、マラウィの発展にも貢献してい

きたい」と語っています。

マラウィにおいて食品衛生
指導を行った仲井さんと受
講した食品製造事業者

地図

×

西アフリカ諸国でコメの栄養価と保存性を保つ
技術を伝える農林水産省からの派遣職員

マラウイにおいて食品衛生指導を
行った仲井さんと受講した 

食品製造事業者

メイド・イン・マラウイを支える日本のものづくり（愛媛県）事例

ウラジオストク漁業港に建設予定の 
水産物用冷却施設（イメージ図）
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（TICAD７を契機としたアフリカとの関係強化）
アフリカでは、農業は人口の５割以上が従事する主要産業ですが、小規模農家による自
給自足的農業が中心となっており、農業者の組織化、生産性の向上、加工・保存・流通等
の技術導入が課題となっています。
このため、我が国は、平成20（2008）年に開催された第４回アフリカ開発会議

（TICADⅣ）において、今後10年間でサブサハラ・アフリカにおける米の生産量を1,400
万ｔから2,800万ｔに倍増させる目標を掲げ、「アフリカ稲作振興のための共同体
（CARD）」を立ち上げました。この目標については、アフリカの努力と我が国の高収量
イネの開発・普及、稲作やかんがいに関する技術指導等により達成することができまし
た。
また、令和元（2019）年８月に開催された第７回アフリカ開発会議（TICAD７）に
おいては、令和12（2030）年までにサブサハラ・アフリカにおける米の生産量を5,600
万ｔまで更に倍増させることを目標とするCARDフェーズ２が発表され、更なる米の増
産と高付加価値化に向けた取組が開始されることとなりました。
このような取組に貢献するため、農林水産省は、平成30（2018）年以降、農林水産省
の職員や元職員をケニア、ザンビア、セネガルの3か国に派遣し、派遣された職員等は、
開発協力案件の形成や派遣先国政府への助言等を
行いました。また、令和元（2019）年からは、
園芸作物や稲作に関する知見を有する地方公共団
体の元職員のアフリカ派遣にも取り組んでいま
す。
このほか、アフリカの農業の産業化や栄養改善
を進めるため、小規模農業者のグループがICT1

技術を活用して共同購入・共同販売を行えるよう
にするための電子プラットフォームを構築する取
組や、日本の農業技術・機械をアフリカ地域へ展開する取組を、官民一体となって進めて
いるところです。

1	 用語の解説3（２）を参照

（ ７を契機としたアフリカとの関係強化）

アフリカでは、農業は、人口の５割以上が従事する主要産業ですが、小規模農家による

自給自足的農業が中心となっており、農業者の組織化、生産性の向上、加工・保存・流通

等の技術導入が課題となっています。

このため、我が国は、平成 （ ）年に開催された第４回アフリカ開発会議（

Ⅳ）において、今後 年間でサブサハラ・アフリカにおける米の生産量を 万 から

万 に倍増させる目標を掲げ、「アフリカ稲作振興のための共同体（ ）」を立ち

上げました。この目標については、アフリカの努力と我が国の高収量イネの開発・普及、

稲作や灌漑に関する技術指導等により達成することができました。

また、令和元（ ）年８月に開催された第７回アフリカ開発会議（ ）において

は、令和 （ ）年までにサブサハラ・アフリカにおける米の生産量を 万 まで

更に倍増させることを目標とする

フェーズ２が発表され、更なる米の増産

と高付加価値化に向けた取組が開始され

ることとなりました。

このような取組に貢献するため、農林

水産省は、平成 （ ）年以降、農林

水産省の職員や元職員をケニア、ザンビ

ア、セネガルの３か国に派遣しています。

派遣された職員等は、開発協力案件の形

成や派遣先国政府への助言等を行ってい

るところです。また、令和元（ ）年

＜事例＞ メイド・イン・マラウィを支える日本のものづくり（愛媛県）

愛媛県伊予市
い よ し

の合同会社エヌエスコーポレーションは、平成

（ ）年に設立され、社員７人で運営されています。農業者や漁業

者の求めに応じ、農水産物の殺菌装置、低温乾燥装置を製造し、国内

のみならず、中国で開催された「大連日本商品展覧会」などの機会も

使い、東南アジア・アフリカなどの開発途上国でも販路を開拓してい

ます。

マラウィに進出したのは、同国から愛媛大学に留学した学生が同社

に来た際に「祖国は貧しいにもかかわらず、農産物が農産物が適切に

保管されていないなっている。これを使って産業を興したい」「メイ

ド・イン・マラウィの製品を作りたい」と語ったのがきっかけです。

マラウィは、サブサハラの内陸部にある人口約 万人の国です。

労働人口の８割が農業関連に従事し、タバコ・紅茶などを輸出する一

方、主食用食料を輸入に頼っており、モノカルチャーからの脱却と新

産業の育成が喫緊の課題となっています。

このため、同社創業者の仲井利明さんは、同社の装置を現地に持ち

込み、衛生管理方法を伝えつつ、美味しい乾燥食品の開発・製造を支

援しています。仲井さんは「国際協力は一過性ではダメ。現地で使っ

てもらえる装置を作って現地で教え、マラウィの発展にも貢献してい

きたい」と語っています。

マラウィにおいて食品衛生
指導を行った仲井さんと受
講した食品製造事業者

地図

×

西アフリカ諸国でコメの栄養価と保存性を保つ
技術を伝える農林水産省からの派遣職員

西アフリカ諸国で米の栄養価と保存性を保つ技
術を伝える農林水産省からの派遣職員
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